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要   約   

HHRC構造は，HighStrengthMaterial＆HighRiseRCStructureの頭文字を取った  

ものであり．既存の高層RC造で使用されている強度のものよりも一段高いコンクリート  

凡＝35．3－58．8N八川2（360～600kg批m2）と高強度鉄筋（USD685以下）を使用した構造  

物である．本報は，50階までの超高層RC造集合住宅の開発の可能性について研究すること  

を目的としている．すでに本技矧こおいて，（その1）－（その4）で報告した基礎的実験  

をもとにHHRC構造設計法（案）を提案し，その設計法に基づいて50階建のモデル設計を  

行い，提案した設計法の妥当性について検証した．その結果，この設計法で設計された超高  

層RC造集合住宅は，充分な耐震安全性を有することが確認され，また，この中で新たに提  

案したHHRC履歴モデルが実施設計においても充分利用可能であることがわかった．  

は，それらの基礎的実験を基にHHRC構造設計法（案）  

（以下HHRC構造設計法という）を提案し，その設計法  

に基づいてモデル設計を行い，捏案した設計法の妥当性  

について検証したものである．HHRC構造設計法は．地  

上50階までの超高層RC造集合住宅の構造設計法に適用す  

ることを目的としたもので，使用する材料は．高強度コ  

ンクリート釣＝35．3－58．8N／m2（360～600kg批m2），  

高強度鉄筋（主筋USD685以下）である．   

本設計法の特徴は，高強度鉄筋を用いたRC部材の履歴  

特性であるスリップ性状を考慮したHHRC履歴モデルを  

新たに握案している．   

本報では，HHRC構造設計法の概要と地上50階建高層  

集合住宅の設計例について示す．  

目．次  

§1．はじめに  

§2．HHRC構造設計法  

§3．測階建高層RC集合住宅のモデル設計  

§4．結論  

§5．おわりに  

§1． はじめに  

HHRC構造に関する基礎的実験については．すでに本  

技報において（その1）～（その4）で報告した．本報   

＊建築設計部構造課  

＊＊建築設計部  

＊＊＊技術研究所研究部  
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骨組の耐寮安全性は，以下の要求性能を満足するよう   

にする．  

（i）要求性能レベルⅠ（使用限界状態）  

建築物の耐用年限中に数度発生すると考えられる  

地震の中の最大級の地震（最大速度振幅25cm／s相  

当）に対し，柱・梁部材に軽度なひび割れを生じて  

も原則として降伏しないものとする．ここでの地震  

動の大きさを以下レベルⅠという．  

（ii）要求性能レベル］（終局限界状態）  

まれに発生すると考えられる地震の中の最大級の  

地震（最大速度振幅50cm／s相当）に対し，部材の  

一部に降伏が生じても建物全体としては過大な変形  

が生じないものとする．ここでの地震動の大きさを  

以下レベルⅠという．   

上記要求性能レベルⅠの地震動に対しては短期許容応  

力度設計（一次設計）を行う．要求性能レベルⅡでは静  

的弾塑性解析を行い，保有耐力および変形性能の検討を  

行う．また，ヒンジ計画部材には靭性能を確保すること  

および非ヒンジ部材にはヒンジが形成されないことを確  

認する．さらに，建築物の動的性状を把握するために，要  

求性能レベルⅠ．要求性能レベル］のそれぞれに対して  

弾塑性地震応答解析を行う．解析用人力地震動波形には  

標準的な地震波と神戸海洋気象台で観測された地震波を  

用いる．部材の履歴ルpルはHHRC履歴モデルによる．   

c．耐風設計   

風荷重は建築基準法施行令第87条によって算出する．   

設計用水平力は，地震時荷重と風荷重のそれぞれか  

ら求まる各層のせん断力のうち，大きい方を採用する．  

②耐震設計クライテリア   

耐震設計のクライテリアは表－1に示すレベルⅠ，レ   

ベルⅡの任意方向の人力地震動の大きさに対して骨組   

の水平変形と部材の状態を満足するようにする．また，   

架橋設計変形時に表一2に示す部材の性能および骨組   

の耐力を保持する．   

表－1地震動に対する骨組の水平変位と部材の状態  

（動l糊酎  

§2， HHRC構造設計法   

この章では，まず，2－1でHHRC構造設計法の目次  

について示し，次に，2－2でHHRC構造設計法の主要  

な内容について示す．  

2－1HHRC構造設計法の目次  

（1）適用範囲  

（2）使用材料  

（3）構造設計方針および  

耐震設計クライテリア  

①設計方針  

a．長期荷重時設計  

b．耐震設計  

c．耐風設計  

②耐震設計クライテリア  

（4）構造設計のフローチャート  

（5）許容応力度設計  

①材料の許容応力度  

a／許容応力度  

b．材料強度  

c．弾性係数  

②応力解析  

③断面設計  

a．基本方針  

b．柱の設計  

c．大梁の設計  

（6）架構設計変形時設計  

①解析方法   

（≡樺伏機構   

（3）部材の設計  

（7）振動解析  

①解析モデル   

（ヨスケルトンカープ   

（卦履歴ルール  

2－2設計法の概要  

（1）適用範囲   

本設計法は，高強度コンクリート高強度鉄筋を用いた  

50階までの高層鉄筋コンクリート造建物の設計に用いる．  

また，鉄筋コンクリート造純ラーメン架構を対象とする．  

（2）使用材料   

構造体に用いるコンクリートは．高強度コンクリート  

で凡＝35．3～58．8N／m2（360～600kg批m2）とする．主  

筋は，降伏点686．5N／mm2（7，000kg批m2）以下のものを  

用いる．また，せん断補強筋にはUSD685以下のものを  

用いる．  

（3）構造設計方針および耐震設計クライテリア  

①設計方針   

a．長期荷重時設計   

長期荷重については，許容応力度設計を行う．   

b．耐震設計   

耐寮設計では，靭性に優れた骨組を得るようにする．   
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（5）許容応力度設計 （省略）  

（6）架構設計変形時設計  

①解析方法   

荷重増分法による静的弾塑性解析を行う．架構設計   

変形時にヒンジ計画部材には，靭性能を確保すること   

および非ヒンジ部材には，ヒンジが形成されないこと   

を確認する．ここで架構設計変形とは，応答限界変形   

時の2倍以上のエネルギー吸収能力を確保できる骨組   

の変形とする．  

②降伏機構  

各部材において充分な強度を確保するとともに勒性   

に優れた骨組を得るため，構造架構に形成されると想   

定する降伏機構は最上階柱頭，最下階柱脚および梁端   

部の曲げ降伏型による全体降伏型となるようにする．  

③部材の設計   

a．部材の設計方針   

柱曲げ耐力算定において，芯鉄筋は中間鉄筋として   

考慮する．柱の設計においては，梁降伏型を保証する   

ため曲げおよびせん断耐力について以下のように余力   

を確保する．  

（i）柱せん断耐力吼  

吼≧1．3Q〟  

¢〟：架構設計変形時の柱作用せん断力  

（ii）柱曲げ耐力〟〟  

吼≧1．4軋（最下階柱脚および最上階柱頭は除く）   

また，柱に作用する架構設計変形時軸力‰は次式とす  

る．  

〃〟＝凡＋α・〃云〟  

Ⅳェ：長期荷重による軸力（＋：圧縮，－：引張）  

〃這〟：架構設計変形時の柱に加わる軸力  

α：動的効果による軸力低減係数  

（iii）軸方向力の制限  

・長期軸力〃」  

爪≦1／3A。凡  

A。：柱断面積  

・架構設計変形時軸力‰およびレベルⅢ地震時軸力〃〟・  

－0．2叫J≦〃ふ，Ⅳ灯≦0．55〃α  

ただし，引張力を受ける隅柱は上記の他，下記による．  

0．6Ⅳu≧‰，〃〟・（2階以上）  

0．7Ⅳ以r≧〃ふ．‰・（1階以上）  

ⅣuT：最大引張耐力で Ⅳ山r＝∑r。・♂プ  

Ⅳ址：最大圧縮耐力で 凡＝0．85仏β一∑rα）凡  

＋∑rα・♂γ  

rα：主筋の断面積，一㍉：主筋の降伏強度  

占：柱幅，  か：柱せい  
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（4）構造設計のフローチャート   

構造設計は図－1の耐震設計のフローチャートにした  

がって行う。  

表－2 架構設計変形時の部材の性能および骨組の耐力  

（静的椀和  

部材の性能  骨組の耐力   

ヒンジ育価脚材  抑性能を確保する   
ベースシヤー係数  

が0．訪Rt・Z以上   

非ヒンジ部材  ヒンジが形成されな  

いよう十分な強度を  

確保する   

図－1耐震設計のフローチャート  
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§3．50階建高層RC集合住宅のモデル設計   

50階高層RC造集合住宅のモデル設計を§2で示した  

HHRC構造設計法に基づいて構造設計を行い，耐震の安  

全性を検証する．  

b．部材算定式 （省略）  

（7）振動解析  

①解析モデル （省略）  

②スケルトンカープ （省略）  

③履歴ルール   

履歴ルールは以下のスリップ型のHHRC履歴モデルを  

採用し，最大変位を蒋向すること，および，繰り返し振  

幅が大きくなるほど除荷重域の剛性が低くなることを基  

本として，図－2に示すA～B～C－D～E（A．－B．～C●  

～D－～Eり に至る逆S字型の剛性変化としている．   

逆S字型の履歴を表すため．除荷重時A（A■）～E（E．）  

に向かう途中に剛性変化点B，C，D（B．，C一，Dl）を設  

け，これらの点を係数（以下，履歴係数という）a，al，  

m，nおよび剛性S2，S5，S6，S7，S8で表現している．  

図一2の各点は以下の通りである．  

■B（Bり点のせん断力   

Qノn（降伏モーメントのn分の1倍）  

・A～B（A一－Bl）の剛性  S5＝S2×1／FLa   

ここに，〝：塑性率（♂／♂γ），a：〝のべき乗  

・B－C（Bl～C．）の剛性 S6＝S5×1／FEal   

ここに，al：〝のべき乗  

・C～D（C一－D．）の剛性 S8＝S7／m   

ここにS7：C点と最大変位点E点を結ぷ直線の勾配  

・D～E（Dl～E．）の岡叶性   

D点とE点を直線で結んだ剛性とする．  

3－1建築物概要   

モデル設計建物は50階，塔屋2階，軒高144．65mの集  

合住宅である．3階以上の平面形状はⅩ方向が7スパン，  

Y方向が6スパン，隅柱および中央柱の2本を欠いた形状  

となっている．表一4に建築物概要を示す。  

図－3に基準階平面図，図－4に外観図を示す．  

表－4 建築物概要  

図－2 HHRC履歴モデル  

表－3 履歴係数の仮定  

① ㊤ ㊥ め ㊥ ¢ ㊤ ④  

基準階平面団   1／200  

囲－3 基準階平面図   
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図－5 基準階伏図  

隅  四   

田  ≡  

hXD  850X850  
l斬   16－Ⅸミ5  
ブイ  lDt3一戯一別帥   

断面  国  

bXD  l〔KX）×l潮  
】ご肪   2g－D11  
フープ  t．p13一顧－一牒100   

図一4 外観図  

表－5 使用材料  
図－6 代表的な柱および大梁リスト  

普通コンクリート   ● ・    ●ll ●l●ヨi－   

柱・架の主筋   16【構5 伽1｛陀5）■1   

柱・醐防  肌 1㌘5／1榔 紹   
地棟・偶のコンク  
リート   

地相適応   Ⅲ抑   

軌晰補強防  Ⅱ旺拓A   

＊1柱・梁の主筋は高強度，太径の鉄筋を用いて配筋の  
単純化を図ると共に充分な曲げ耐力を確保する．   

＊2 柱のせん断補強筋は高強度せん断補強筋を使用し 
，   コアコンクリートの拘束と主筋の座屈防止に優れた  
効果を発揮することにより，靭性の向上を図ってい  
る．大梁のせん断補強筋は，柱と同様の高強度せん  
断補強筋を使用し，靭性の向上を図った．  

3－2 構造設計概要   

本建物の主体構造は，場所打ち鉄筋コンクリート造の  

純ラーメン構造で，塔状比は，約3．1である．また，基礎  

は岩盤を支持層とするぺた基礎として設計する．   

表－5に使用材料を，図－5に基準階伏図を，図一6  

に代表的な柱および大梁リストを，図－7に軸組図を示す．  図－7 軸組図  
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梁のクライテリアと設計値を表一8に示す．なれ図一  

8に架構設計変形時のヒンジ発生個所を示し，その時の  

最大塑性率は梁端部で1．405である．   

以上より表－2の耐震設計クライテリアが満足されて  

いることが確認できた．  

3－3 耐震設計   

耐震設計はHHRC構造設計法のフローチャートにした  

がって設計する．  

（1）静的設計用せん断力の設定   

静的設計用せん断力係数は，以下の方法で設定する．  

①1階床レベルで固定とし上部架構を等価せん断型の解   

析モデルに置換した予備動的解析を行い，レベルⅠ地   

震時の応答最大せん断力係数を求め，その値を匂給す   

るように設定する．なお，1階の応答最大せん断力係   

数の最大値はCβ＝0．049で一次固有周期はア＝2．71秒で   

あった．  

②1階のせん断力係数（設計用Cβ）は，下式で得られる   

値以上とする．   

Cβ＝（0．18～0．22）／r＝0．066～0．081  

③基準法により求まる1階のせん断力係数   

Cβ＝Z・属亡・A‘・C♂＝1．0×0．33×1．0×0．2＝0．066   

以上の①．②，③により，設計用G＝0．066とする．ま  

た，層せん断力係数の分布は，①の応答せん断力係数を  

包給することを確認してAl分布とした．   

設計用せん断力係数を表－6に示す．   

なお，風荷重は，最大でも地震力の26％以内におさま  

っているので，設計用せん断力は，地震力できまってい  

る．  

（2）柱・梁の断面は短期許容応力度設計を行ってその配  

筋を仮定した．  

（3）静的検討   

本設計の架橋設計変形時において想定する降伏機構は，  

最上階柱頭，最下階柱脚および梁端部の曲げ降伏型によ  

る全体降伏型になるように計画した．したがってヒンジ  

計画部材は最上階の梁と地中梁以外の大梁であり，靭性  

能を確保するためにせん断力のみのクライテリアを設定  

している．非ヒンジ計画部材は最上階の柱頭と最下階の  

柱脚を除く柱材であり，ヒンジが形成されないように曲  

げ耐力の余裕を見込み，靭性能を確保するように柱軸力  

およびせん断力のクライテリアを設定している．架構設  

計変形時における柱のクライテリアと設計値を表－7に，  

表－6 設計用せん断力係数 Ci  

歯めゐゐあぁあああゐ  

図－8 架橋設計変形時のヒンジ発生個所  

表－7 柱のクライテリアと設計値  

クライテリア   計値   

桂  長期   軋≦l／：剃rc   札≦0．a）丑帆  

軸  

力 比         架問計 変形時  一心．丑山≦仙≦0．5田山   一刀．165へ皿55   

耐力の  I山／伽 ≧1．4   仙 ≧l．4  

余裕   伽／伽 ≧1．3   

全主筋比  0．飢≦短≦4．肪  l．孤職≦Pg≦ユ7鵠   

引張鉄筋比  Pt≦1．偶   Pt≦1．（粍   

せん断輔鯉前比  帥 ≧ 0．訊   恥 ≧ 仇2正朔   

せ  S ≦100m   S＝1∝）Ⅷl  

階   Ci   階   Ci   

50   0．309   2d   0．α姫   

45   0．179   15   0．088   

40   0．146   10   0．081   

35   0．128   5   0．074   

30   0．115   0．066   

25   0．105  
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表－8 梁クライテリアと設計値  

クライテリア   設計値   

せん断力の余裕  鋸（軋十1．100≧l．0  伽／（軋＋1．1伽）≧l．朋   

帥≧0．4％かつ  

せん断補強筋比   0．肝c／馴町≧h   恥≧0．4％   

最大ピッチ  

せん断補強筋間隔   S＝刊in（Sl，記）  125～伽   

Sl＝恥〃，霊＝朗  

（4）動的検討   

レベルⅠ，レベルⅡの地震動の大きさに対して地震応  

答解析を行い，義一1に示す骨組の水平変形と部材の状  

態を満足するようにする．  
（暗）  

3－4 地震応答解析   

本建物の弾塑性応答解析を行い，表－1のクライテリ  

アを満足することを確認する．  

（1）解析モデル   

上部構造は最下階床を固定とした等価せん断型質点系  

モデルとする．  

（2）減衰タイプおよび定数   

上部構造の各層の減衰定数は，1次固有周期に対して  

3％とし，瞬間剛性比例型減衰とする．  

（3）採用地震動波形   

採用地震動波形は，ELCENTRO1940NS，TAFT  

1952EW，HACHINOHE1968NSの標準的地震動波形  

3波と神戸海洋気象台で概測されたKOBE1995EWの合  

計4種類を採用する．  

（4）復元力特性   

解析に用いる各層の復元力特性は，荷重増分法による  

静的弾塑性解析を行い，その結果として得られた荷重一  

変形曲線によりトリリニアのスケルトンカープにモデル  

化する．   

履歴ルールとしては，図－2のHHRC履歴モデルを採  

用する．   

ここに，歪依存用指数定数：ao＝al＝a2＝0．25  

bo＝bl＝b2＝0．50   

曲げモーメント用履匪係数：n＝3．0  

剛性用履歴係数：1階以外は梁降伏型により  

m＝3．0  

1階は柱脚降伏型により柱軸力に影響され  

m＝1，79とした．  

（5）応答解析結果■   

固有値解析の結果，1次固有周期はrJ＝2．72秒，2次  

および3次固有周期はそれぞれアブ＝1．09秒，r3＝0．68秒  

である．   

層間変形角（属）の最大値は，  

（CmJ   

図－9 Ⅹ方向最大層間変位（レベルⅢ）  

表－9 レベルⅠ応答解析結果一覧表  

方  入  力  層間変形角  ■間褒形  塑性率  へ‘－スシーー  闘モールI    月I  

向  抱波  （cu）  係数  t・n（×105）   

44F   45F  吼D4¢く  0．402  

EL（王ⅣrRO    0．79         1940 ⅣS  Ⅰ／354くl／200   0．35くl．0  0．0¢6  
X   45F  0．048く  0．35き  
方 向                          T▲FT  44F  0．70         1952 E▼  1／ユ98くl／2（抑  0．30くl．0  0．066  

HICHINOl肥   45F  仇04ヰく  0．ヰ4丁  

Z5F  0．85         1冊 E▼  l／333くl／2（粕   0．35く1．0  0．066   

レベルⅠ地震時，Ⅹ方向で   

月＝0．85／285＝1／333＜1／200  

レベル［地震時，Ⅹ方向で   

仮想重心位置 h＝2／3H＝9655cm（34階）   

変形角 r＝39．20cm／9655cm＝1／246＜1／120  

虎＝2．46／2．85＝1／113＜1／80   

層の塑性率〝の最大値は，  

レベルⅠ地震時，Ⅹ方向で 〝＝0．35＜1．0  

レベル］地震吼Ⅹ方向で 〝＝1．15＜2．0   

以上により，義一1の耐震設計クライテリアは，十分に  

満足している．   

図－9にレベルⅢ地震時Ⅹ方向最大応答層間変位図を示  

す．また，レベルⅠおよびレベルⅠ地実時応答解析結果  

一覧表をそれぞれ表－9，表－10に示す．  
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表－10 レベルⅡ応答解析結果一覧表  

方  入  力  せ間変形角  ■間変形  塑性率  ヘー一入シーー  岨帥トルー  向  地震波   （¢鵬   係 数  t・■（×l脚   

18F   38F   

EL（王m問    1．8l    0．08丁  仇648   1g10 NS  l／1Ttiくl／80   0．68く2．0  
39F   ヰ5F   

X                         T人FT    l．82    0．068  0．648   1952 E▼  l／157くl／帥   0．7丁く2．0  
35F   方                                              仙lユlINOl佗    Ⅰ．55   35F  ○，（絡9  0．883   
44F   45F   

K側E ◆l    2．48    0．100  仇帥5   1！柑5 E▼  1／llユくl／即   l，15く2．0   
刈：レ√ウレⅡ相当として，観測波の地表面最大加速度617．2脚をその   

まま採用する。  

§4．結論  

50階までの超高層RC造集合住宅を対象としたHHRC  

構造設計法（案）を提案し，その設計法の妥当性を検証  

するために，50階建集合住宅のモデル設計を行った．そ  

の結果，HHRC構造設計法（案）に基づいて設計された  

超高層RC造集合住宅の耐震安全性が確認された．   

今回の設計法で新たに提案されているHHRC履歴モデ  

ルが実施設計においても利用可能である事がわかった．今  

後，設計法（案）の（案）を取る作業を行う必要はある  

が，HHRC構造設計法（案）は実施設計にも充分利用で  

きることが分かった．  

§5．おわりに  

本研究は，東北工業大学田中研究室と当社技術研究所，  

建築設計部の共同研究であり，田中礼胎教授のご指導で  

行ったものである．ここに謹んで感謝の意を表します．ま  

た，HHRC履歴モデルの開発にあたっては，東京職業能  

力開発短期大学校の但木幸男先生の御協力をいただき感  

謝の意を表します．実験に際し，田中研究室大芳賀義書  

助手，同卒論生には，多大なご助力を賜ったことに感謝  

の意を表します．  
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